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要旨	

	 上場企業の有価証券報告書は公開されており、企業情報を得ることができる。企業分析を行う際、その企業の課

題を把握し、財務データと紐付けることで、課題に対する解決策を評価する必要がある。しかしながら、有価証券

報告書内の「対処すべき課題」などのテキストデータは、重要な情報であるにも関わらず、定量的な評価をするこ

とができない。そこで、本研究では、「対処すべき課題」の文章がどれだけ似ているかを表す類似度を人工知能（AI）
により数値化し、同一企業の財務データとテキストデータを時系列に紐づけて比較検討する方法を提案する。その

結果、企業の経営方針の安定度を評価することが可能であることを示す。さらに、分析プロセスによって、人間中

心の情報システムとは、人間の行動に沿って時系列に情報を整理することが重要であることを示す。 
 

1. はじめに   	 	 	 	 	  

上場企業は有価証券報告書を金融庁、及び東京証券取引所に提出する義務があり、それらは公開され

ている[1]。近年、有価証券報告書などのビジネスレポートを電子文書化することで、それらの作成の効
率化や比較・分析などの二次利用を目的として、XMLの規格をベースに作られたXBRL(eXtensible Business 
Reporting Language)が登場した。金融庁の EDINETというサイトから、XBRLファイルをダウンロードし
て、「XBRLから CSVへの変換ツール」をインストールし、XBRLを取り込むことで、XBRLの中身を
見ることができる。XBRLを CSVに変換すると、タグとその中身のデータをエクセルで扱うことが可能
となる。これらの上場企業約３７００社のデータ数年分を比較することはデータ量が膨大であり、個人

投資家などが取り扱うには困難なデータ構造となっている。例えば、金融庁の「XBRLから CSVへの変
換ツール」を使用して３社を比較しようとすると、直近の３社の有価証券報告書のXBRLをダウンロー
ドし、それらのファイルから比較したい勘定科目を探し、比較する必要がある。もし 3社を比較したい
のであれば、有価証券報告書の PDF を直接目視した方が格段に早く処理することができる。これでは、
少なくとも人間中心の情報システムとは言えないだろう。また、XBRL の勘定科目における売上高で全
社を比較しようとすると、「売上高」ではなく、保険業などは、「経常収益」となっており、業種ごとに

異なる勘定科目を名寄せしなければ、二次利用することができない。XBRL をダウンロードしたのち、
データの関係性の辞書を作る必要がある。また、「役員」、「大株主」、「平均年収」、「従業員数」などは、

１対１のXBRLのタグになっておらず、XBRLの中をテキストマイニングして該当データを探す必要が
ある。さらに、「対処すべき課題」や「研究開発」といったテキストデータは各章ごとに XBRL のタグ
にテキスト以外のメタ情報も含まれて格納されているため、文章だけを抽出する必要がある。さらに、

財務データから、企業の課題の変化を把握することは難しい。また、テキストマイニングを行う手法で

は、決算短信、あるいは雑誌や新聞のキーワードの露出度の分析を行い、相関関係を可視化する研究が

なされているが、課題の変化を把握することはできない[2][3]。 
そこで、本研究では、企業価値検索サービス「ユーレット」(Ullet)[4]のデータを用いて、すべての上

場企業の財務データである勘定科目と数値だけを抽出し、さらにテキストデータからは平均年収などの

数値と「対処すべき課題」を抽出するクレンジングを行う。クレンジングを行うことで、項目と値が１

対１の関係性となり、データを分析することが可能となる。人間中心の情報システムは、人間の行動と、

その思考に沿って考察するべきであり、「対処すべき課題」の当年度と前年比について、AI により自然
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言語処理を行った類似度を考察することで、企業内の変化を読み解く。 

2. 企業価値検索サービス「ユーレット」(Ullet) 
2.1. データの抽出 
企業価値検索サービス「ユーレット」(Ullet)は、XBRLのデータをもとにデータを整理している。金融庁の EDINET
からXBRLをダウンロードして、開いたファイルを示す（図１－１）。 
XBRLは XMLタグとその中身のデータで構成されており、XBRLファイルのままでは、CSVファイルのように扱
うことができない。そこで、XBRLのタグを解析し、中身を抽出する作業が必要となる。 

 
図１－１：日本オラクルのXBRL 

 
図１－１のXBRLファイルのデータをもとに、XBRLの項目名と、中身の値だけを抽出して、データベース（DB）
に格納している。そのDBファイルから、CSVファイルで値を抽出したファイルを示す（図１－２）。 
 

 
図１－２：ユーレットのDBから作成した CSVファイル 

2.2. データの整理 
	 2.1章で示したデータを可視化した画面を示す（図２）。図 2は、ユーレット(http://www.ullet.com)の日本オラクル
の「主な指標」である。 
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	 XBRLから項目名と値が 1対 1なったデータを元にUlletでは、棒グラフや円グラブを自動生成している。また、
「役員」の生年月日や経歴、「大株主」、「平均年収」、「対処すべき課題」、「研究開発」といった情報も web 上で公
開している[4]。 

 
図２：日本オラクルのユーレット「主な指標」 

 
本研究では、このようにXBRLの情報がDBで取り扱うことが可能な状態であり、尚且つ可視化されている環境が
整っていることが前提となる。 

3. 「対処すべき課題」の類似比較の方法 
同一企業の財務データとテキストデータを時系列に紐づけて比較検討する方法を提案する。 

3.1. テキストデータを比較するための条件 
	 テキストデータを分析する場合、自由度が高いアンケートの回答のような文章は、露出回数をカウントする方法

や、キーワードでクラスタリングする手法が過去に行われているが、注目すべき言葉は抽出されるが、企業の抱え

る課題に対する取り組みを数値化し、変化の度合いを定量的に評価することは難しい。そこで、本研究では、有価

証券報告書というフォーマットが決まっており、書く内容も指導される公的文書を用いることで入力形式とその内

容がある程度定型化されている条件下において、有効な方法を示す。また、他社の「対処すべき課題」のテキスト

データを比較するのではなく、同じ企業を時系列で比較を行う。 
 

3.2. 類似度の提案手法 
 類似度を評価する二乗和を用いて、「対処すべき課題」の類似度を算出する[5]。 
	 各企業の当年度と前年度の「対処すべき課題」のテキストデータだけを入力値とする。それぞれの文章に対して、

形態素解析を行う。分解した単語をカウントせず、配列に格納し、一致した要素 𝑋!の文字数の二乗を返し、集計す
る。前年度の「対処すべき課題」の形態素解析した要素𝑋!の二乗を集計したもので正規化し、確率を算出する。こ
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れにより、当年度の「対処すべき課題」に対して前年度の「対処すべき課題」がどの程度類似しているかを算出す

る。文字列数の値を二乗することで、一致する文字列が長い程、類似度 Pは高くなる。 

                 𝑃 =
!!!!

!!!

!!!!
!!!

 (0≦P≦1.0)                             (1) 

	 さらに、「対処すべき課題」を定量的に表し、財務データと紐づける。通常、決算報告では、当年度の決算報告を

行い、来年度の「対処すべき課題」が公開される。しかし、前年度の「対処すべき課題」は当年度の有価証券報告

書には記載されない。つまり、当年度の有価証券報告書には、財務データの前年比の値は存在するが、前年の「対

処すべき課題」は記述されないため、評価対象外となってしまう。2017年 3月 31日の決算は、2016年 3月 31日の
「対処すべき課題」と、比較検討されるべきである。これにより企業が対処すべき課題に対して取り組んだ結果、

財務データはどのような結果となり、また来年度の「対処すべき課題」をどの程度前年と比べて書き換えたかを検

証する必要がある。 
データを読み解く、時系列を示す。 

2016年記載の「対処すべき課題」は、2017年の対応策を表している。 
↓ 

2017年の「貸借対照表（BS）、損益計算書（PL）」の経済活動の結果が出る。 
↓ 

2017年記載の「対処すべき課題」は、2018年の対応策、すなわち未来を表している。 
 

3.3. 財務データと「対処すべき課題」の時系列評価の提案 
日本オラクルについて、提案手法を用いて説明する。ユーレットの「主な指標」を確認すると、「売上合計」と「当

期純利益」は、右肩上がりである。個人投資家や転職を考えている人が見た場合、伸びている優良企業に見える。 
2012年から 2016年の財務データと対処すべき課題を時系列に矢印で結んだ図３－１を示す。 
 

 
図３－１：財務データと「対処すべき課題」の時系列 

	 次に、日本オラクルの 2012年 5月期から 2016年 5月期の「対処すべき課題」の類似度 Pを図３－２に示す。2012
年→2013年は、類似度 Pが１００％であった。2013年→2014年は、類似度 Pが２９．６％となっており、大幅に
「対処すべき課題」が書き変わっていると言える。その理由として、杉原新社長就任が大きいと考えられる。クラ

ウドサービスを本格的に開始し、経営方針が大きく転換した年度である。さらに、2014年→2015年、2015年→2016
年は、杉原社長の方針を貫いているのであれば、類似度 Pは高いままのはずである。しかしながら、算出結果 Pは
2014年→2015年は６６．８％、2015年→2016年は３１．８％となり、2017年 5月期で杉原社長は退任することに
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なった。日本オラクルは、売上及び当期純利益だけを見れば、堅実に伸びている企業に見える。しかし、「対処すべ

き課題」と財務データを時系列で追っていくと、ビジネスモデルの変革に対応するために方針が迷走しているよう

に見える。 
	 さらに、貸借対照表の円グラフをユーレットから参照する。水色の現金と、紺色のその他流動資産が大きく変化

していることが分かる。そこで、有価証券報告書の勘定科目で詳細を確認すると、短期貸付金が毎年変化している

ことが分かる。さらに、詳細な記載を有価証券報告書の「関係当事者情報」の欄を確認すると、米国オラクル社が

相手先であることが分かる（図３－２）。 
 

 
図３－２財務データと「対処すべき課題（類似度 P）」の時系列 

4. 分析結果と考察 
	 提案手法を用いて、企業を分析した結果を示し、類似度 Pと財務データの関係性について考察する。３章の日本
オラクルの「対処すべき課題」の 2012年→2013年の類似度 Pの結果が１００％であることが確認できた。当時の
日本オラクルは、DB業界の王者であり、ビジネスモデルが安定していたため、「対処すべき課題」も変わることは
なかったと考えられる。そこで、上場企業の売上規模など財務データの変化から企業を評価するのではなく、「対処

すべき課題」の類似度 Pの変化率に注目した。安定企業は「対処すべき課題」に変化がないと仮定し、調べている
と複数社存在した。さらに、新興市場などの企業は成長性の高い企業ではあるが、経営としては安定期ではないた

め、東証一部企業の 2014年から 2017年の 4年間で変化率が 100％の企業を抽出し、「売上高」及び「当期純利益」
について考察した。その結果、すべての上場企業(3645社)のうち、36社が抽出された。36社のユーレットの「主な
指標」を確認すると、「4679	 田谷」、「5451淀川製鋼所」、「7601ポプラ」以外は 4期連続黒字であった。売上高で
ソートした上位 10社を表１に示す。この結果から、「対処すべき課題」の類似度１００％の企業を「当期純利益が
黒字である」という条件で絞り込むことで、安定企業を算出することができると言える。なお、調査対象とした 3645
社は、ユーレットの 2017年 8月末時点の上場企業数である。 
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コード 企業名 業種 市場 売上高(百万円) 2017-2016 2016-2015 2015-2014 

コード 企業名 業種 市場 売上高(百万円) 2017-2016 2016-2015 2015-2014 

6503 三菱電機 電気機器 東証１部 4238666 100.0% 100.0% 100.0% 

6770 アルプス電気 電気機器 東証１部 753262 100.0% 100.0% 100.0% 

3231 野村不動産ホールディングス 不動産業 東証１部 569680 100.0% 100.0% 100.0% 

7947 エフピコ 化学 東証１部 172858 100.0% 100.0% 100.0% 

5444 大和工業 鉄鋼 東証１部 142136 100.0% 100.0% 100.0% 

5481 山陽特殊製鋼 鉄鋼 東証１部 138680 100.0% 100.0% 100.0% 

6146 ディスコ 機械 東証１部 134204 100.0% 100.0% 100.0% 

6806 ヒロセ電機 電気機器 東証１部 115103 100.0% 100.0% 100.0% 

7520 エコス 小売業 東証１部 114764 100.0% 100.0% 100.0% 

8141 新光商事 卸売業 東証１部 112458 100.0% 100.0% 100.0% 

 
表１：売上高上位１０社 / 上場企業 3645社（類似度 P= 100 %、4期黒字） 

5. おわりに 
本研究では、有価証券報告書の「対処すべき課題」に注目し、企業が課題に対して取り組む姿勢を数値化する類

似度を提案した。さらに、財務データから企業評価を行うのではなく、企業の心理を表している「対処すべき課題」

のテキストデータを用いて、企業を評価する方法を提案した。その結果、企業の方針に変化があれば「対処すべき

課題」に変化が現れることを示した。さらに、一貫して「対処すべき課題」が全く変わらない企業が存在し、財務

データと紐づけることで、安定している企業として評価できる可能性を示した。「対処すべき課題」の類似度の算出

方法を応用することにより、例えば、検査・監督を行う金融庁は、有価証券報告書の届出の義務がある上場企業を

人工知能（AI）によってテキストデータの変化率を自動監視することが可能である。将来の展望として、「対処す
べき課題」の類似度と財務データの関係性を見つけ、個人投資家などが注目する PERや PBRといった指標との比
較を行うことで、投資を行う際の銘柄選択に活用できる可能性がある。さらに、就職活動をする学生に対しては、

「売上高」、「当期純利益」、「平均年収」といった一つの指標だけでなく[6]、企業の取り組んでいる課題の重要性を
指導するべきだろう。情報システムにおいて、結果のデータ（財務）だけを分析するのではなく、得たい情報を補

完するデータ（「対処すべき課題」の類似度）に着目することが重要であることを示した。さらに、それらを時系列

で検証することが重要である。また、今回の研究で明らかとなったのは、基幹系データや情報系データと言った情

報の分類ではなく、人間の経済活動に沿った時系列で情報を整理し、数値なのか、テキストなのかという分類は重

要ではなく、解を得るために必要な情報を紐づけることが重要である。なぜなら、人間中心の情報システムとは、

DB構造にこだわるのではなく、人間が最も自然に理解できる状態で扱う必要があるからに他ならない。それは、「で
きるだけ人間の行動や心境を示す情報を時系列で示すこと」だと言えるだろう。 
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